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平成１３年５月１５日平成１３年３月期 連結決算短信〔米国会計基準〕平成１３年３月期 連結決算短信〔米国会計基準〕平成１３年３月期 連結決算短信〔米国会計基準〕平成１３年３月期 連結決算短信〔米国会計基準〕

上場取引所 東・大上 場 会 社 名 株式会社ワコール
コ － ド 番 号 ３５９１ 本社所在都道府県 京都府
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役 経営管理部長

氏 名 末 澤 昭 一 TEL (075)682-1010
決算取締役会開催日 平成１３年５月１５日
米国会計基準採用の有無 有

１．１３年３月期の連結業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日）
（１）連結経営成績 (注) 表示金額は百万円未満の端数を四捨五入しております。

売 上 高 営 業 利 益 税引前当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
１３年３月期 １６２，０２３ △ 2.4 ９，６２４ △13.4 ２１，４００ 71.2
１２年３月期 １６５，９３７ △ 2.4 １１，１１７ △ 2.8 １２，４９７ △ 5.8

当期純利益 １株当たり 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高潜 在 株 式 調 整 後
株当たり当期純利益 当 期 純 利 益 率 税引前当期純利益率 税引前当期純利益率当期純利益 1

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
１３年３月期 １０，８８９ 50.1 ７１ １７ ６．３ ９．１ １３．２
１２年３月期 ７，２５４ △14.5 ４７ ０７ ４．２ ５．３ ７．５

（注）① 持分法投資損益 13年3月期 1,271 百万円 12年3月期 1,096 百万円
② 期中平均株式数（連結） 13年3月期 152,992,548 株 12年3月期 154,116,685 株
③ 会計処理方法の変更 有
④ 売上高、営業利益、税引前当期純利益、当期純利益におけるパーセント表示は対前期増減率

（２）連結財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭
１３年３月期 ２３２，２６２ １７２，５５８ ７４．３ １，１４１ ８９
１２年３月期 ２３７，７２１ １７３，６１２ ７３．０ １，１２６ ５０

（注） 期末発行済株式数（連結） 13年3月期 151,116,685 株 12年3月期 154,116,685 株

（３）連結キャッシュ・フローの状況

営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
１３年３月期 １１，４８０ △１３，６８６ △ ６，４７８ ４１，１９６
１２年３月期 ８，４５１ △ ９，６２４ △ ２，６１１ ４９，８８９

（４）連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数 ３４社 持分法適用非連結子会社数 なし 持分法適用関連会社数 ５社

（５）連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 （新規）２社 （除外）なし 持分法 （新規）なし （除外）なし

２．１４年３月期の連結業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日）

売 上 高 営 業 利 益 税引前当期純利益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円 百万円
中 間 期 ８６，０００ ６，８００ ８，４００ ４，８００
通 期 １６６，０００ １０，０００ １２，０００ ７，０００

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） ４６円３２銭
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Ⅰ．企業集団の状況

当社の企業集団は、株式会社ワコール（当社）及び子会社３４社、関連会社５社で構成され、インナーウ
ェア（主に婦人のファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア及びリトルインナー）、アウターウェア、
スポーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品の製造、卸売販売及び一部製品の消費者への直接販売を主
な事業としており、更にその他の事業として、ハウジング・飲食・文化・サービス及び店舗内装工事等の事
業を展開しております。
当グループの事業に関わる位置づけ、及び事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。

事 営 業 区 分 主 要 な 会 社業 区 分

製品及び 製造販売会社 国内 当社、㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ繊維
関連 （計 3社）製品

海外 WACOAL AMERICA INC. 、
北京華歌爾服装有限公司、㈱新栄ワコール(韓国)、
台湾華歌爾股份有限公司、廣東華歌爾時装有限公司、
THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD.
3社 （計 9社）他

販 売 会 社 国内 ㈱インティメートガーデン、㈱ウンナナクール
（計 2社）

WACOAL SINGAPORE PRIVATE LTD.、海外
WACOAL HONG KONG CO.,LTD.、
WACOAL FRANCE S.A.
他 1社 （計 4社）

縫 製 会 社 国内 長崎ワコール縫製㈱、東海ワコール縫製㈱、
新潟ワコール縫製㈱、㈱トリーカ
他 5社 （計 9社）

海外 SARADONA MFG CORP.（ドミニカ共和国）
他 2社 （計 3社）

海外 WACOAL INTERNATIONAL HONG KONG CO.,LTD.材料調達会社
（計 1社）

そ の 他 文化事業 内 当社、 ㈱ワコールアートセンター国
サ （計 2社）ービス会社

その他の 国内 当社、㈱七彩、和江㈱、ワコールサービス㈱、
事業会社 ㈱キスコ、㈱ワコールキャリアサービス、

(計 7社）ワコール流通㈱

海外 WACOAL INTERNATIONAL CORP.(米国)、
公司(台湾) （計 2社）和江留投資股份有限

以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。
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販 売 消 費 者 販 売

取 引 先

国 内 海 外

（縫 製 会 社 ９社）
（北 米 地 区）

長 崎 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ 原材料の供給

東 海 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ （投 資 会 社 １社）
WACOAL INTERNATIONAL

新 潟 ワ コ ー ル 縫 製 ㈱ 半製品の供給 株 CORP. （米国）

㈱ ト リ ー カ

他５社 原材料の供給 （製造・販売会社 １社）
WACOAL AMERICA INC. （米国）

式 原材料の供給
（販 売 会 社 ２社） 製品の供給

製 品の供給
㈱ インティメートガーデン （縫 製 会 社 ３社）

SARADONA MFG CORP.
㈱ ウ ン ナ ナ ク ー ル （ドミニカ共和国）

会 他２社

製品の供給

製品 の供給 社
（欧 州 地 区）

（販 売 会 社 １社）
製品 の供給 WACOAL FRANCE S.A.（フランス）

（製造・販売会社 ２社）
ワ

㈱スタディオファイブ

㈱ ポ イ ン ト ア ッ プ （ア ジ ア 地 区）

（投 資 会 社 １社）
コ 和ココ投資コ ココココ（ココ）

（文化事業サービス会社 １社） 運営管理サー
ビ スの提供

㈱ワコールアートセンター （販 売 会 社 ３社）
WACOAL SINGAPORE
PRIVATE LTD. （シンガポール）

製品 の供給 WACOAL HONG KONG
｜ CO.,LTD. （香港）

他１社
（その他の事業会社 ６社）

製品の供給
㈱ 七 彩

原材料の供給 （製造・販売会社 ８社）
和 コ ㈱ 廣東華歌爾時装ココココ（中国）

北京華歌爾服装ココココ（中国）
ワ コ ー ル サ ー ビ ス ㈱ 販 売 什 器 の 提 供 ル ㈱新栄ワコール （韓国）

及及業及サービス及 半製品の供給 ココ華歌爾コ ココココ（ココ）
㈱ キ ス コ THAI WACOAL PUBLIC

CO.,LTD. （タイ）
㈱ワコールキャリアサービス

他３社（

ワ コ ー ル 流 通 ㈱
当 材料の供給

社 （材料調達会社 １社）
WACOAL INTERNATIONAL

）

HONG KONG CO.,LTD. （香港）
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Ⅱ．経営方針

当社は半世紀にわたって、「世の女性に美しくなってもらうことによって、広く社会に寄与する」
ことを目標に掲げ、女性とともに歩んでまいりました。２１世紀のワコールはあらたに『女性共感
企業』として、女性の美しい生き方をトータルに提案していける企業を目指してまいります。
今後の事業領域といたしましては、｢こころ｣と｢からだ｣を総称して「ボディ」と捉え、すべての

女性一人ひとりの｢心身の個性美表現｣をトータルにサポートする事業、『ボディデザイニングビジ
ネス』（The Body Designing Business）を積極的に展開してまいります。
中期計画といたしましては、次の基本施策を推進してまいります。

①既存事業における売り場開発と商品の再編成
インティメート事業領域においては、顧客の求めるライフスタイルに応じた売り場を開発する

とともに商品の再編成を行い、テーマをより明確にした商品とサービスの提供を行ってまいりま
す。

②新しい顧客との接点開発の推進
衣料品市場の構造的な変化に対応すべく、新しい顧客との接点開発としまして、ＳＰＡ（製造

小売）事業、カタログ通信販売事業、インターネット通信販売事業を積極的に推進してまいりま
す。

③ウエルネス事業への参入
ウエルネス事業としまして、「スポーツ＆コンディショニング」「ウォーキングサイエンス」

「セラピー＆リラクシング」等をテーマにブランドを編集し、従来の「もの」編集からライフス
タイル提案型のビジネスへの転換を進めてまいります。

④構造改革の推進
「スピード」と「コスト」をキーワードに、企画設計、材料調達、生産、マーチャンダイジン
グ、物流の構造改革に取り組んでまいります。

⑤メーカーとしてのもの作り機能の強化
メーカーの中核機能である研究開発力と技術力の強化を図り、競争優位に立てる商品開発、コ

スト低減を推進してまいります。
⑥グローバルな経営活動の展開

中国市場の開拓を急ぎ、積極的な拡大を図ってまいります。米国市場につきましては着実な事
業拡大を進めてまいります。また、香港をネットワークの中核として企画、調達、生産の最適な
国際分業体制を構築してまいります。

配当政策につきましては、安定した経営基盤の確保のため財務体質の強化を図りつつ、配当性向
を勘案しながら安定的な配当の継続に努め、１株当たり年間１３円５０銭の普通配当を継続すると
ともに、周年記念などのエポックには記念配当を上乗せし、株主の皆様への利益還元に努めてまい
ります。
内部留保金につきましては、生産・販売・物流体制や情報システムの整備と新しい売り場の開発

に投資してまいる所存であり、将来的には収益の向上を通じて株主の皆様に還元できるものと考え
ております。
また、株式の価値の向上と株主への利益還元の一環として、自己株式の取得および利益による株

式の消却を、株式の総数３百万株、総額２８億円で実施いたしました。
会社が対処すべき課題といたしましては、消費者の選別消費の傾向の強まりと流通業界の激しい

変化に伴う厳しい企業間の競合が予測される中、当社は商品力の強化と販売サービスの向上に努め、
環境の変化に機敏に対応できる高効率経営の実現に向けて邁進する所存であります。
その一環としまして、市場構造の変化に対応し新しい顧客との接点の開発を推進すべく、ＳＰＡ

事業およびインターネット通信販売事業に積極的に取り組んでおります。ＳＰＡ事業につきまして
は、㈱スタディオファイブが「スビート」を原宿に、新設の㈱ウンナナクールが「ウンナナクール」
を二子玉川に、それぞれ１号店を出店し、順調なスタートを切っております。また、㈱インティメ
ートガーデンもショップコンセプトを明確にし、意欲的に出店を進めております。これらを合わせ、
今後３年間で約１００店舗を設置していく計画であります。インターネット通信販売事業につきま
しては、サイトの充実を図るとともにインナーウェアを中心に取り扱い品種を増やし、活発な事業
展開を進めてまいります。
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Ⅲ．経営成績

「当期の概況」

当期の業績全般の概況

当期の日本経済は、堅調な設備投資による緩やかな成長が続いていたものの、その勢いは鈍化し、
景気の減速傾向が明らかになってまいりました。海外におきましても、米国経済の減速に伴いアジ
ア経済も輸出が急速に落ち込み、今後の世界経済の見通しを厳しいものとしております。
こうした中にありまして、当社は商品力の向上を図り、インナーウェアを中心に消費者ニーズに

適合した商品開発と店頭展開に努めました。ワコールブランドにおきましては、ミセス対応の「ラ
ヴィエゼ」「グランディールピュール」、チャネル対応商品の「ロレパルファージュ」「ルジェ」、
さらにショーツの「マイクロヒップス」が好調に推移しました。ウイングブランドでは、キャンペ
ーン商品「ナチュラルアップブラ」とニットインナーなどが好評を得ました。
しかし、厳しい消費抑制に加えて、流通業界は経営不振による大手百貨店の破綻や店舗の閉鎖、

業態転換、新流通業態の台頭が続き、当社もその影響を強く受け、売上高は低迷いたしました。
海外事業につきましては、アジアの関係会社の国内売上は総じて堅調に推移しました。アメリカ

市場におきましては、米国ワコールが競争の激しい米国下着市場の中で積極的な事業展開を進めて
おりますが、中級品市場の不振やヨーロッパからの高級ブランドの台頭等の影響を受け、売上は低
迷いたしました。
この結果、当期の売上高は１，６２０億２３百万円で、前期に比し２．４％の減少となりました。
利益面では、効率経営の徹底を図り、コストダウンの追求に努めましたが、売上高の減少と販売

什器費用の増加等により、当期の営業利益は９６億２４百万円で、前期に比し１３．４％の減少と
なりました。その他の収益としまして、当社が保有していた「株式会社エーユー」の株式は、平成
１３年３月３１日を株式交換日として「株式会社ディーディーアイ」（現社名「ケイディーディー
アイ株式会社」）の株式と交換され、交換差益４，０７６百万円を米国会計基準に準拠して当期の
利益に計上しました。また、個別財務諸表では当期より退職給付会計の導入に伴い、会計基準変更
による積立不足額７７億１３百万円を一括償却するとともに、保有有価証券を拠出して退職給付信
託を設定し、退職給付信託設定益６５億８１百万円を計上しました。連結財務諸表におきましては
従来から米国会計基準に準拠して積立不足額を継続して引き当てているため、一括償却による負担
はありません。また退職給付債務の未認識差損の償却方法を一部変更したことに伴い、累積的影響
額として１２億８６百万円を損失に計上しております。その結果、税引前当期純利益は２１４億円
で、前期に比し７１．２％の増加、当期純利益は１０８億８９百万円で、前期に比し５０．１％の
増加となりました。
事業の種類別売上は、「繊維製品及び関連製品」の当期売上高が１，４５７億１８百万円で、

「その他」の当期の売上高は「ハウジング部門」の売上増が寄与し、１６３億５百万円となりまし
た。
なお、当期の配当金につきましては、１株当たり１３円５０銭の配当とさせていただきたいと存

じます。

当期の財政状態

当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、前期に比し３０億２９百万円増加し、１１４億
８０百万円となりました。
投資活動によるキャッシュ・フローは、余剰資金運用のための短期債券購入額が増加したことに

より、１３６億８６百万円の減少となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、自己株式消却の実施や配当金の支払等により、６４億

７８百万円の減少となりました。
この結果、現金及び現金同等物の期末残高は８６億９３百万円減少し、４１１億９６百万円とな

りました。
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「次期の見通し」

今後の経済情勢につきましては、世界経済が米国に続くアジア各国の景気減速等厳しい状況が予
測される中、日本の景気も減速の度合いを強めていくものと思われます。
婦人ファッション衣料品業界におきましても、個人消費の本格的な回復は当分望めない中にあり

まして、消費者の価格と価値のバランスを重視した選別消費の傾向はますます強まり、流通業界の
激しい変化と相まって、企業間の競合は一層激しくなるものと予測されます。
こうした状況にありまして、当社は引き続き効率経営の徹底に向けて社内の構造改革を推進して

まいりますとともに、新しい顧客との接点の拡大等、積極的な施策を次々に打ち出してまいる所存
であります。
次期の見通しとしましては、売上高１，６６０億円、営業利益１００億円、税引前当期純利益は

１２０億円、当期純利益は７０億円を目標としております。
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Ⅳ－１．連結貸借対照表Ⅳ－１．連結貸借対照表Ⅳ－１．連結貸借対照表Ⅳ－１．連結貸借対照表

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成13年3月31日現在 平成12年3月31日現在

（ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金 ７，６３４ ９，４０３ △ １，７６９
定 期 預 金 ３３，５６２ ４０，４８６ △ ６，９２４
有 価 証 券 ３４，４９９ ２４，１７８ １０，３２１
売 掛 債 権
受 取 手 形 ２，６５１ ２，９０２ △ ２５１
売 掛 金 ２２，０４９ ２１，８５１ １９８

２４，７００ ２４，７５３ △ ５３
返 品 調 整 引 当 金
及 び 貸 倒 引 当 金 △ ２，８６９ △ ２，６３３ △ ２３６

２１，８３１ ２２，１２０ △ ２８９

た な 卸 資 産 ２５，６０１ ２５，５１５ ８６
繰 延 税 金 資 産 ４，６４７ ４，１４２ ５０５
そ の 他 の 流 動 資 産 １，７３４ １，８９０ △ １５６

流 動 資 産 計 １２９，５０８ １２７，７３４ １，７７４

有 形 固 定 資 産

土 地 ２５，２８４ ２５，２４７ ３７
建 物 及 び 構 築 物 ５５，１９７ ５４，７８４ ４１３
機 械 装 置 及 び
工 具 器 具 備 品 等 １１，５３０ １１，１４８ ３８２

９２，０１１ ９１，１７９ ８３２

減 価 償 却 累 計 額 △３３，３６７ △３１，１８９ △ ２，１７８

有 形 固 定 資 産 計 ５８，６４４ ５９，９９０ △ １，３４６

そ の 他 の 資 産

投 資 ２８，８７７ ３７，３２７ △ ８，４５０
関 連 会 社 投 資 ８，６７０ ７，３０５ １，３６５
敷 金 及 び そ の 他 ６，５６３ ５，３６５ １，１９８

そ の 他 の 資 産 計 ４４，１１０ ４９，９９７ △ ５，８８７

資 産 合 計 ２３２，２６２ ２３７，７２１ △ ５，４５９



- 8 -

当 期 前 期
科 目 増減金額

平成13年3月31日現在 平成12年3月31日現在

（負債及び資本の部） 百万円 百万円 百万円

流 動 負 債

短 期 借 入 金 ８，０８８ ８，１２５ △ ３７
買 掛 債 務
支 払 手 形 ８，５１３ ７，３９１ １，１２２
買 掛 金 ７，２１４ ６，７６９ ４４５

１５，７２７ １４，１６０ １，５６７

未 払 給 料 及 び 賞 与 ７，７４３ ８，０５３ △ ３１０
未 払 法 人 税 等 ３，０９３ ３，０３３ ６０
そ の 他 の 流 動 負 債 ６，２８１ ４，３４０ １，９４１
一 年 以 内 返 済 予 定

長 期 債 務 ５１７ ７７９ △ ２６２

流 動 負 債 計 ４１，４４９ ３８，４９０ ２，９５９

固 定 負 債

長 期 債 務 ８９２ １，３６９ △ ４７７
退 職 給 付 引 当 金 ６，７０９ １１，７３４ △ ５，０２５
繰 延 税 金 負 債 ８，９５７ １０，６７５ △ １，７１８

固 定 負 債 計 １６，５５８ ２３，７７８ △ ７，２２０

少 数 株 主 持 分 １，６９７ １，８４１ △ １４４

資 本

資 本 金 １３，２６０ １３，２６０
資 本 剰 余 金 ２５，２４２ ２５，２４２
連 結 剰 余 金 １３２，３２２ １２６，７８０ ５，５４２
その他の包括利益

累 計 額
未実現有価証券評価益 ４，１５２ １１，５６１ △ ７，４０９
為 替 換 算 調 整 額 △ ２，４１８ △ ３，２３１ ８１３

資 本 計 １７２，５５８ １７３，６１２ △ １，０５４

負 債 及 び 資 本 合 計 ２３２，２６２ ２３７，７２１ △ ５，４５９
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Ⅳ ２．連結損益及び剰余金結合計算書Ⅳ ２．連結損益及び剰余金結合計算書Ⅳ ２．連結損益及び剰余金結合計算書Ⅳ ２．連結損益及び剰余金結合計算書－－－－

当 期 前 期
科 目 自平成12年4月 1日 自平成11年4月 1日 増減金額

至平成13年3月31日 至平成12年3月31日

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円
売 上 高 １６２，０２３ 100.0 １６５，９３７ 100.0 △ ３，９１４

営 業 費 用
売 上 原 価 ８７，４９３ 54.0 ８９，２９０ 53.8 △ １，７９７
販 売 費 及 び

一 般 管 理 費 ６４，９０６ 40.1 ６５，５３０ 39.5 △ ６２４

営 業 費 用 計 １５２，３９９ 94.1 １５４，８２０ 93.3 △ ２，４２１

営 業 利 益 ９，６２４ 5.9 １１，１１７ 6.7 △ １，４９３

その他の収益・費用(△)
受 取 配 当 ２６８ 0.2 ２９４ 0.2 △ ２６
受 取 利 息 ３９５ 0.2 ２８５ 0.2 １１０
支 払 利 息 △ ３３３ △0.2 △ ３３９ △0.2 ６
持 分 法 投 資 損 益 １，２７１ 0.8 １，０９６ 0.6 １７５
投資有価証券売却、交換 １１，０２５ 6.8 ５０２ 0.3 １０，５２３及び退職給付信託設定益
そ の 他 損 益 ( 純 額 ) △ ８５０ △0.5 △ ４５８ △0.3 △ ３９２

その他の収益・費用計 １１，７７６ 7.3 １，３８０ 0.8 １０，３９６

税 引 前 会 計 処 理 変 更 前
当 期 純 利 益 ２１，４００ 13.2 １２，４９７ 7.5 ８，９０３

法 人 税 等
当 期 税 額 ５，１８１ 3.2 ５，４４３ 3.3 △ ２６２
繰 延 税 額 ３，８７７ 2.4 △ ４８２ △0.3 ４，３５９

法 人 税 等 計 ９，０５８ 5.6 ４，９６１ 3.0 ４，０９７

会計処理変更前少数株主持分損益
控 除 前 当 期 純 利 益 １２，３４２ 7.6 ７，５３６ 4.5 ４，８０６

少 数 株 主 持 分 損 益 △ １６７ △0.1 △ ２８２ △0.1 １１５

会 計 処 理 変 更 前
当 期 純 利 益 １２，１７５ 7.5 ７，２５４ 4.4 ４，９２１

会 計 処 理 変 更 に よ る
累 積 的 影 響 額 △ １，２８６ △0.8 △ １，２８６

当 期 純 利 益 １０，８８９ 6.7 ７，２５４ 4.4 ３，６３５

連 結 剰 余 金
期 首 残 高 １２６，７８０ １２１，６０７ ５，１７３
現 金 配 当 △ ２，５４４ △ ２，０８１ △ ４６３
自 己 株 式 消 却 額 △ ２，８０３ △ ２，８０３

期 末 残 高 １３２，３２２ １２６，７８０ ５，５４２

１株当たり会計処理変更前 ７９ 円 ５８ 銭 ４７ 円 ０７ 銭当 期 純 利 益

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 ７１ 円 １７ 銭 ４７ 円 ０７ 銭

（注）米国財務会計基準書第１３０号「包括利益の報告」を適用しており、同基準書に基づく平成１３年３月期
及び平成１２年３月期の資本取引以外の資本勘定の増減（包括利益）は、それぞれ４，２９３百万円及び
６，６２８百万円の増加となっております。
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Ⅳ ３．連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ３．連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ３．連結キャッシュ・フロー計算書Ⅳ ３．連結キャッシュ・フロー計算書－－－－

当 期 前 期
科 目 増減金額

自平成12年4月 1日 自平成11年4月 1日
至平成13年3月31日 至平成12年3月31日

百万円 百万円 百万円
Ⅰ.営業活動によるキャッシュ・フロー

１．当期純利益 １０，８８９ ７，２５４ ３，６３５
２．営業活動による

純資金収入への調整
(1)会計処理変更による累積的影響額 １，２８６ １，２８６
(2)減価償却費 ３，２６５ ３，１５７ １０８
(3)繰延税金 ３，８７７ △ ４８２ ４，３５９
(4)固定資産除売却損益 ７５ △ ４７４ ５４９
(5)投資有価証券売却，交換

及び退職給付信託設定益 △ １１，０２５ △ ５０２ △１０，５２３
(6)持分法投資損益 △ ９４３ △ ８３２ △ １１１
(7)資産及び負債の増減

売掛債権の減少 ３２１ ６３４ △ ３１３
たな卸資産の減少（△増加） ２８９ △ ５５ ３４４
その他の流動資産の減少 ４３７ ６７ ３７０
買掛債務の増加（△減少） ２，６５８ △ ８５６ ３，５１４
退職給付引当金の増加 ４５９ １６ ４４３
未払費用及びその他の

流動負債の増加（△減少） △ ２７９ ３７４ △ ６５３
(8)その他 １７１ １５０ ２１

営業活動によるキャッシュ・フロー １１，４８０ ８，４５１ ３，０２９

Ⅱ.投資活動によるキャッシュ・フロー

１．有価証券の売却及び償還収入 １９，２６７ １０，４３０ ８，８３７
２．有価証券の取得 △ ２９，５５９ △ １４，１３２ △１５，４２７
３．有形固定資産の売却収入 ２１９ １，１５２ △ ９３３
４．投資の売却及び償還収入 ４８７ ５３５ △ ４８
５．有形固定資産の取得 △ １，１８２ △ ７，７５７ ６，５７５
６．投資の取得 △ １，５１０ △ ３６０ △ １，１５０
７．子会社株式の取得 △ ７７１ △ ７７１
８．敷金及び

その他の資産の減少（△増加） △ ６３７ ５０８ △ １，１４５

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １３，６８６ △ ９，６２４ △ ４，０６２

Ⅲ.財務活動によるキャッシュ・フロー

１．短期借入金の増加（△減少） △ ３４０ ７１ △ ４１１
２．長期債務の減少 △ ８２０ △ １，０２５ ２０５
３．長期債務の増加 ２９ ４２４ △ ３９５
４．自己株式の取得 △ ２，８０３ △ ２，８０３
５．現金配当 △ ２，５４４ △ ２，０８１ △ ４６３

財務活動によるキャッシュ・フロー △ ６，４７８ △ ２，６１１ △ ３，８６７

Ⅳ.現金及び現金同等物に係る換算差額 △ ９ △ ２６０ ２５１

Ⅴ.現金及び現金同等物の減少額 △ ８，６９３ △ ４，０４４ △ ４，６４９

Ⅵ.現金及び現金同等物の期首残高 ４９，８８９ ５３，９３３ △ ４，０４４

Ⅶ.現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 ４１，１９６ ４９，８８９ △ ８，６９３

補足情報

現 金 支 払 額
利 息 ２２９ ３５３ △ １２４
法 人 税 等 ５，１２１ ４，９９７ １２４

現金支出を伴わない投資活動
退職給付信託への投資有価証券拠出 ７，７０５ ７，７０５
株 式 交 換 ４，１０１ ４，１０１
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Ⅳ－４．連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－４．連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－４．連結財務諸表作成の基本となる事項Ⅳ－４．連結財務諸表作成の基本となる事項

１．連結範囲及び持分法の適用に関する事項

主要連結子会社 ㈱スタディオファイブ、㈱ポイントアップ、㈱トリーカ、㈱七彩、
WACOAL INTERNATIONAL CORP.、WACOAL AMERICA INC.

主要関連会社 ㈱新栄ワコール、台湾華歌爾股 有限公司、THAI WACOAL PUBLIC CO.,LTD.、份
INDONESIA WACOAL CO.,LTD.

２．連結範囲及び持分法の適用の異動状況

連 結（新規） ワコール流通㈱、㈱ウンナナクール

３．連結財務諸表の作成基準

米国預託証券（ＡＤＲ）の発行に関して要請された、米国において一般に認められた会計基準による
用語・様式及び作成方法（以下「米国会計原則」という）に準拠して作成しております。なお、米国
における会計に関する諸法令としては、証券取引委員会（ＳＥＣ）の届出及び報告書に関する様式規
則（規則Ｓ－Ｘ）、会計連続通牒等があり、一般に認められた会計基準としては、財務会計基準審議
会（ＦＡＳＢ）の基準書、会計原則審議会（ＡＰＢ)の意見書、会計手続委員会の会計調査公報（ＡＲ
Ｂ）等があります。従って「連結財務諸表規則」及び「連結財務諸表原則」に準拠して作成する場合
とはその内容が異なっております。但し、セグメント情報は、「連結財務諸表規則」に基づいて作成
しております。

４．重要な会計方針

（１）たな卸資産の評価基準
製品・商品及び仕掛品については主として総平均法、原材料については先入先出法により、いずれも
低価法で評価しております。

（２）有形固定資産の評価基準及び減価償却の方法
有形固定資産は取得原価で評価しております。減価償却費はその資産の見積耐用年数（資産計上され
たリース資産については、そのリース期間）をもとに主として定率法で算出しております。

（３）市場性のある有価証券及び投資有価証券の評価基準
ＦＡＳＢ基準書第115号の規定に準拠して、市場性のある有価証券及び投資有価証券を「売却可能有価
証券」に分類し、公正価額により評価しております。なお、未実現評価損益は、税効果調整後の金額
で資本の部のその他の包括利益累計額に区分表示しております。

（４）退職給付引当金
ＦＡＳＢ基準書第87号の規定に準拠して計上しております。
（会計処理方法の変更）
従来、未認識差損は、将来支給予測額の現価もしくは年金資産のいずれか大きい額の10％を超える額
について、平均残存勤務年数で定率償却しておりましたが、当期より早期償却による財務内容の健全
化を図るため、その全額を平均残存勤務年数で定率償却する方法に変更しております。この変更の結
果、営業利益は247百万円、当期純利益は1,429百万円減少しております。
なお、過年度の累積的影響額1,286百万円は連結損益計算書に独立掲記しております。

（５）外貨建長期債権・債務の換算
ＦＡＳＢ基準書第52号の規定に準拠して、決算日の為替相場による円換算額を付しております。また、
株式に転換された外貨建転換社債の発行時と転換時のレート差による為替損益は、税効果調整後、資
本剰余金に振り替えております。

（６）リース取引
ＦＡＳＢ基準書第13号の規定に準拠して、キャピタルリースについてはリース物件の公正価額で資産
計上し、それに対応する未払債務を計上しております。

（７）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

（８）連結キャッシュ・フロー計算書
連結キャッシュ・フロー計算書の作成にあたり、３ヶ月以内の定期預金及び譲渡性預金は資金（現金
及び現金同等物）に含めております。
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（注記事項）

１．有価証券の時価等

当 期 前 期
平成１３年３月３１日現在 平成１２年３月３１日現在

取得原価 公正価額 取得原価 公正価額総 未 実 現 利 益 総 未 実 現 損 失 総 未 実 現 利 益 総 未 実 現 損 失

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円
有価証券
社 債 7,696 39 79 7,656 2,312 3 6 2,309
金 融 債 17,010 102 28 17,084 11,403 30 41 11,392
投 資 信 託 9,758 3 3 9,758 10,489 10 22 10,477

計 34,464 144 110 34,498 24,204 43 69 24,178

投 資
株 式 13,672 16,324 1,606 28,390 13,439 25,031 1,682 36,788

計 13,672 16,324 1,606 28,390 13,439 25,031 1,682 36,788

２．退職給付引当金

従業員退職金制度
当社及び子会社はいくつかの退職金制度を有しており、当社は厚生年金基金制度を、一部の子会社は

適格年金制度を採用しております。
年金保険数理に基づいて計算された将来支給予測額の現価額、年金資産の公正価額の増減及び関連情

報は以下のとおりです。

平成13年 3 月31日 平成12年 3 月31日
将来支給予測額の現価額の増減

将来支給予測額の現価額の期首残高 42,047 百万円 39,142 百万円
勤 務 費 用 2,256 2,221
金 利 費 用 1,410 1,239
従業員負担の拠出額 472 480
保険数理計算に基づく数理差異等 926 486
過去勤務債務に基づく差異 △ 1,209 －
年金資産からの年金給付額 △ 870 △ 872
会社からの年金給付額 △ 377 △ 649
将来支給予測額の現価額の期末残高 44,655 42,047

年金資産の公正価額の増減

年金資産の期首残高 27,971 24,065
実 際 増 殖 額 △ 2,136 2,579
会社負担の年金拠出額 1,886 1,719
従業員負担の拠出額 472 480
年 金 給 付 額 △ 870 △ 872
年金資産の期末残高 27,323 27,971

退職給付信託の期首残高 － －
実 際 増 殖 額 △ 2,242 －
会社の信託拠出額 7,706 －
退職給付信託の期末残高 5,464 －

将来支給予測額の年金資産超過額 11,868 14,076

未認識数理計算上の差異 △ 7,425 △ 3,634
未認識過去勤務債務（債務の減額） 1,158 －
新基準採用時の純資産の未償却残高 353 471
退職給付引当金計上額 5,954 10,913



- 13 -

平 成 1 3 年 3 月 期 平成 1 2 年 3 月 期
期間退職金費用
勤 務 費 用 2,256 百万円 2,221 百万円
金 利 費 用 1,410 1,239
年金資産期待運用益 △ 923 △ 785
未認識差損の償却・繰延等の純額 2,272 237

計 5,015 2,912

上記の年金保険数理計算の基礎となった割引率、昇給予想率及び年金資産の長期運用利回りは、
平成13年3月期及び平成12年3月期においてそれぞれ、3.5％及び3.5％、1.0％及び1.0％、3.5％及び
3.5％であります。未認識差損は平均残存勤務年数で定率償却しており、ＦＡＳＢ基準書第87号の規
定採用時の移行時差異は15年間で定額償却しております。
なお、当期において、厚生年金法の改正に伴う給付乗率の引き下げならびに制度改訂に伴う給付換

算率等の引き下げにより、過去勤務債務が発生しております。当該過去勤務債務は12年間で定額償却
を行なっております。

役員退職慰労金制度
退職給付引当金には、役員の退職慰労金の支払のための役員退職慰労引当金が含まれております。

平成13年3月31日及び平成12年3月31日における役員退職慰労引当金の残高はそれぞれ755百万円及び
821百万円であります。

３．税効果会計

法人税等負担率は、以下の事由により法定実効税率と相違しております。

平成13年 3 月期 平成12年 3 月期

法定実効税率 42.1 ％ 42.1 ％
増加（△減少）の理由

損 金 不 算 入 費 用 1.2 2.0
繰 越 欠 損 金 使 用 △ 0.0 △ 1.5
持 分 法 投 資 損 益 △ 2.5 △ 3.7
在外関係会社の未分配利益 2.4 1.6
そ の 他 △ 0.9 △ 0.8

法人税等負担率 42.3 39.7

繰延税金資産負債の要因となった一時差異等の影響は以下のとおりです。

平成13年 3 月31日 平成12年 3 月31日
繰延税金資産 繰延税金負債 繰延税金資産 繰延税金負債

返品調整引当金 716 百万円 956 百万円
在庫の評価減 855 1,046
関係会社間の内部利益 157 186
賞与引当金 931 600
固定資産圧縮記帳 1,832 百万円 1,883 百万円
在外関係会社の未分配利益 1,818 1,210
有価証券の未実現損益 6,273 9,830
長期前払費用 358 249
事 業 税 289 218
有給休暇の未払 1,066 953
退 職 金 費 用 996 2,953
繰 越 欠 損 金 1,128 1,032
その他の一時差異 1,402 739 598 1,027
小 計 7,898 10,662 8,791 13,950

評 価性引当金 △ 931 △ 870
合 計 6,967 10,662 7,921 13,950
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４．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

当社は、外国為替及び金利の変動リスクに備える目的で、金融派生商品として、先物予約契約及び金利

スワップ契約を用いております。

（１）市場取引以外の取引として為替予約取引（ドル買円売）がありますが、前期末においては、当該為

替予約残高はなく、当期末においては評価損益及び契約額がいずれも少額であり重要性に乏しい為、

記載を省略しております。

（２）当社は、資金運用における利回り向上及び金利の変動によって発生する借入債務にかかる損失を軽

減する為に、金利スワップ契約を締結しておりますが、評価損益及び契約額がいずれも少額であり

重要性に乏しい為、記載を省略しております。
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Ⅴ．セグメント情報

（１）事業の種類別セグメント情報

当期（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） （単位：百万円）

繊維製品及 消去又は
び関連製品 その他 計 全社 連 結

Ⅰ．売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高 145,718 16,305 162,023 162,023

(2)セグメント間の内部売上高 4,508 4,508 △ 4,508

計 145,718 20,813 166,531 △ 4,508 162,023

営 業 費 用 134,746 20,916 155,662 △ 3,263 152,399

営 業 利 益 10,972 △ 103 10,869 △ 1,245 9,624

Ⅱ. 資産，減価償却費及び
資本的支出

資 産 114,828 17,138 131,966 100,296 232,262
減 価 償 却 費 2,821 305 3,126 139 3,265
資 本 的 支 出 1,537 23 1,560 0 1,560

前期（平成１１年４月１日～平成１２年３月３１日） （単位：百万円）

繊維製品及 消去又は
び関連製品 その他 計 全社 連 結

Ⅰ．売 上 高
(1)外部顧客に対する売上高 150,804 15,133 165,937 165,937

(2)セグメント間の内部売上高 2,220 2,220 △ 2,220

計 150,804 17,353 168,157 △ 2,220 165,937

営 業 費 用 138,310 17,537 155,847 △ 1,027 154,820

営 業 利 益 12,494 △ 184 12,310 △ 1,193 11,117

Ⅱ. 資産，減価償却費及び
資本的支出

資 産 114,840 17,136 131,976 105,745 237,721
減 価 償 却 費 2,515 284 2,799 107 2,906
資 本 的 支 出 6,574 238 6,812 945 7,757

（２）所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高及び資産の各々の合計額に占める本邦の割合がいずれも９０％超であるため、
記載を省略しております。

（３）海外売上高

連結売上高の１０％未満であるため、記載を省略しております。
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Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況Ⅵ．生産及び販売の状況

（１）生産実績

当 期 前 期
自平成12年 4月1日 自平成11年 4月1日

事業の種類別セグメントの名称 至平成13年3月31日 至平成12年3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％
繊 維製 品 及び関連製品 ７１，７２０ 100.0 ７４，９１７ 100.0

（２）販売実績

当 期 前 期
自平成12年 4月 1日 自平成11年 4月 1日

区 分 至平成13年 3月31日 至平成12年 3月31日

金 額 構成比 金 額 構成比

百万円 ％ 百万円 ％
イ ファンデ－ション
ン ・ランジェリ－ １１５，０７２ 71.0 １１８，０９６ 71.2
ナ
｜ ナ イ ト ウ ェ ア １２，６３４ 7.8 １３，２１３ 8.0
ウ
ｴ リ ト ル イ ン ナ － ２，７５５ 1.7 ３，０５２ 1.8
ア

小 計 １３０，４６１ 80.5 １３４，３６１ 81.0

アウタ－ウェア
・スポ－ツウェア ９，３３７ 5.8 ９，８３１ 5.9

レ ッ グ ニ ッ ト １，６３８ 1.0 １，７２５ 1.0

その他の繊維製品
及び関連製品 ４，２８２ 2.6 ４，８８７ 3.0

ハウジング・飲食・文化
及び店舗内装工事等 １６，３０５ 10.1 １５，１３３ 9.1

合 計 １６２，０２３ 100.0 １６５，９３７ 100.0


